別記第１号様式別紙１
補助事業計画書

１　交付申請者概要

	名称
（個人の場合は
　氏名・屋号）
	

	代表者名
（法人の場合に記載）
	

	本社又は主たる事業所の所在地
（個人の場合は住所）
	和歌山県

	企業の概要
	設立（開業）年月日
資本金等
常時使用する従業員数
主たる業種及び主な取扱品目

	担当者名
	氏名（所属）
ＴＥＬ
Ｅ-ｍail

	[bookmark: _Hlk193123467]該当するときはチェックすること。
□初めて拠点を通じて副業・兼業プロ人材を活用する。（拠点に企業情報シートを提出している。）



２　事業内容

	（１）副業・兼業プロ人材を活用して解決を目指す経営課題

	該当する項目にチェックすること（その他を選択した場合は（　）に経営課題の種類を記述すること）
□経営企画　 □販路拡大　 □広報／マーケティング　 □新分野進出　 □生産性向上　 □IT戦略
□総務・人事　 □財務・経理　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
経営課題解決のために必要なミッション
拠点に提出した企業情報シートを添付すること








	[bookmark: _Hlk192958379][bookmark: _Hlk193116099]（２）副業・兼業プロ人材の選定

	[bookmark: _Hlk193098907][bookmark: _Hlk192958962]仲介有料職業紹介事業者

	募集広告掲載期間　　　　年　　月　　日　　～　　年　　月　　日
有料職業紹介事業者がホームページ等に掲載した副業・兼業プロ人材募集広告等を印刷添付すること

	選考経過
応募人数　　　　　人　　　　　面接人数　　　　　人　　　　　活用予定人数　　　　　人

	[bookmark: _Hlk192959137]補助事業の対象経費としたい有料職業紹介事業者に支払う予定の手数料（消費税額除く。）　　　　　円

	（３）活用を予定する副業・兼業プロ人材と締結予定の契約

	業務委託契約書について該当する項目にチェックすること
□活用を予定する副業・兼業プロ人材と契約書を締結する予定
□活用を予定する副業・兼業プロ人材を明記した契約書を仲介有料職業紹介事業者と締結する予定

	[bookmark: _Hlk192958673]契約締結日（予定）：　　　　年　　　月　　　日

	契約書に記載する予定の契約期間
　契約期間　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日　　
自動更新の定め　□有　□無（該当する項目にチェックすること）
自動更新の定めがある場合において契約書に記載した最長となる終期　　　年　　月　　日

	補助対象経費の対象としたい副業・兼業プロ人材に支払う予定の報酬（委託料。消費税を除く。）
月額報酬（定額部分）　　　　　　　　　　円
前記以外の報酬の定め（時給、日給またはインセンティブ等）


	（４）活用を予定する副業・兼業プロ人材の概要
（補助対象経費に計上する人材紹介手数料の対象となる副業・兼業プロ人材）

	該当するときはチェックすること。
□活用を予定する副業・兼業プロ人材は交付申請者代表又は役員の３親等以内の親族ではない。

	氏　　名
	

	生年・年齢
	　　　　　　　年　　（　　　　歳）

	現在の居住地
	（都道府県名）

	保有する知識や技能等
及び現在の就業形態

	
該当項目にチェックし、副業・兼業プロ人材が保有する知識や技能等
の概要を記載すること
□副業の場合
　　所属企業業種、主な経験業務

□兼業の場合
　　保有する専門的な技術や免許資格、知識や技能等


	その他特記事項
	

	[bookmark: _Hlk161680497][bookmark: _Hlk193110687][bookmark: _Hlk193203036]（５）副業・兼業プロ人材活用事業に要する費用

	[bookmark: _Hlk193110304]区分
	積算
	補助事業に要する経費
	うち補助対象経費
（消費税額除く）

	有料職業紹介事業者に支払う経費
	


	　　　　　　　円
	（１人分の成約）
　　　　　　　円

	副業・兼業プロ人材に支払う報酬
	


	　　　　　　　円
	（月額定額部分）
　　　　　円

	副業・兼業プロ人材に支払う報酬以外の経費（交通費・宿泊費等）
	


	　　　　　　　円
	　（対象外）
　　　　　　

	合計
	　　　　　　　円
	　　　　　　　円

	補助金交付申請額
（補助率及び補助限度額は別表の通り）
	（千円未満切り捨て）
　　　　　　　円



	　　　
